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一般財源 155,589 168,102154,803

平成23年度
事業費の主な内訳
(人件費除く)

金　　　額

809

内　　　　　容

受益者負担
(使用料等)

0 0

その他 0 0

0

0

国庫支出金 0 0

府支出金 0 0

0

0

168,102

財源内訳

H23年度決算 H24年度当初予算

154,803

H22年度決算

17.0

4.00

0.75

1,593

総事業費(A+B) 155,589

対　　　象
（誰・何を対象に）

事業内容

事業の必要性

コ　　ス　　ト

H23年度決算 H24年度当初予算

概算人件費

直接経費(B)

根拠法令

実施方法

目　　　的
（何のために）

地方税法、国税徴収法、地方自治法、民法、国税通則法、市税条例等

■直営

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

税負担の公平を図り、現年度課税分及び滞納繰越分の市税を徴収し、歳入財源を確保すること。

事務事業名

事業開始年度 担当部署 財務部 納税課

滞納整理事務

事務事業番号　31220

市税の滞納者（現年度課税分を含む）

現年度課税分の優先徴収を行うことで新たな滞納繰越の抑止につなげ、市税全体の徴収率の向上を図っ
ており、主な事業内容は、
　①市税滞納者への郵送による催告、滞納処分(差押)等及び納税相談業務等の実施。
 ②滞納税額、滞納事案等に対応したグループ制による徴収を行い、滞納税額の縮減。
 ③差押財産のインターネット公売、休日納税相談窓口(毎月第4日曜日)の開設、裁判所等に対して交付要
求事務等を実施している。

効率的かつ効果的な滞納市税の確保と税の公平性の確立を図るため滞納整理事務は必要である。

H22年度決算

従事職員数 従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

人件費計(A) 153,210 154,780 163,471

諸経費 ( 不動産鑑定手数料 203千円、インターネット公売手数料 184千円、

              相続財産管理人選任用手数料 282千円、動産差押手数料「自動車

               レッカー代」 36千円、事務経費 104千円)

809 4,631

類似事業 なし
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単位

① ％

② 千円

③ 件

① 百万円

② 千円

③ 円

事務事業番号　31220

2,570,484

一次評価結果
①職員人数と滞納率の関係を検討する必要性があるのでは
②議会の指摘への対応が必要では

成果目標
（目標とする成果）

特記事項

滞納金額

滞納金額 / 従事人数 (1人あたりの担当金
数)

3,209,272 2,831,412

212,168 204,742

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

徴収額（現年＋滞納繰越）/従事人数(1人
当たりの徴収額）

督促・催告書の発送

705 821

比較参考値
（他自治体での
事業の例など）

同様の事務は、実績として徴収率で数値化することが一般的である。本市における平成23年度の現年度
分・滞納繰越分を合わせた徴収率は95.31％となった。これは、平成16年度から徴収担当が現年度課税分
を優先徴収することにより、市税の徴収率全体の向上につながっているもので、平成16年度は大阪府下の
政令市、町村を除いて徴収率の順位が「第16位」であったが、平成23年度に「第8位」となった。
（平成23年度の現年度分の徴収率:99.00％ 「大阪府下第2位」、滞納繰越分の徴収率22.71％「大阪府下第
16位」）
　　※参考添付資料　「平成23年度 府内市税収入状況表」、「徴収率と税収の推移」

111,760

733

2,664 2,654 2,692

事業費 / 発送件数

147,214 128,701

H22年度 H23年度 H24年度(見込み)

219,730

事務事業名

事業開始年度 担当部署 財務部 納税課

徴収率 94.8 95.3 95.4
活動実績

活動指標もしくは成果指標

 公平・公正を旨とし、税法等の適正な執行に努め、現年度課税分を優先徴収することにより滞納の早期解
消と累積防止、滞納税額の縮減、納税意識の高揚を図っていく。

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続
平成23年度の活動内容を維持しつつ効率的かつ効果的に業務を遂行してい
く。

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続

①職員1人あたりの滞納金額は、これまでの徴収努力により減ってきているが、
現状以上の徴収率を確保するため、今後も現年度課税分の優先徴収を行うこ
とで、滞納繰越の抑止に努め、より効率的かつ効果的に徴収業務を行ってい
く。

②議会の指摘 (市の未収金確保のため特別債権回収チームを拡充し、私債権
も取り扱うべき) については、それぞれの所管原課で現年度分の徴収強化が必
要であり、特別債権回収チームが主体となって指導、研修等を行うなど、職員
の意識改革・能力向上を図り、徴収率の向上につなげていく。

平成24年度より職員の専門性を高めると共に、公平かつ公正な徴収業務の執行体制の強化を図り、市税の
徴収率の向上につなげるため「税徴収専門官」の設置を行っている。
 また、税徴収専門官をトップとして「税徴収強化戦略会議」を立上げており、徴収率向上に向けた取組みを
研究・策定し、市税徴収の専門研修を行うなど徴収実務担当者の今以上のレベルアップを図ることが課題
である。

滞納整理事務


